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1.はじめに 
全国的に毎年のように集中豪雨により浸水災害が
発生しているが，特に東京都内では狭い範囲内に人
口や家屋が密集しており，一旦豪雨により浸水災害
が発生すればその被害範囲は狭いとしても被害規模
が大きくなってしまう．そのための治水投資関連の
手法として，災害の発生頻度の低減を目的とするリ
スクコントロールと，災害によって生じるリスクを
経済的に補填しようとするリスクファイナンスとい
う手法が存在する 1)．今回はこのうちのリスクファイ
ナンスについて考えていく． 
 
図-1  リスクマネジメントの手段 
 
2.研究の目的・手法 
従来，リスクファイナンスの面では被害に見合う
十分な補償はなされていないという問題がある．そ
こで，過去の被害事例を参考にしながら，地域ごと
に異なる降雨規模による被害金額を算出し，できる
だけ被害に見合う補償制度を考えることを目的とす
る．東京都内を対象地域とし，過去の被災データと
降雨量データを用い，構造信頼性の式(1)に適用し，
被害金額の期待値を算出し，これを基に保険料率の
設定など保険制度を提案する． 
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 rfR ：耐力(抵抗強度)R側の確率密度関数 
 sf S ：外力(降雨) S側の確率密度関数 
sr, ：耐力R側，外力 S側の降雨量 
 sC f ：降雨量 sのときの被害金額(被害関数) 
※ rと sは独立である． 
 
3.確率密度関数の定義 
耐力 R側，外力 S 側の確率密度関数を定義する．
耐力側は過去に被害が多く発生している地域におい
てある範囲を定め，その中で過去の浸水災害発生時
にどの程度の割合が被災し，その時の最寄雨量観測
所での最大時間雨量の関係からフラジリティカーブ
(図-3)を作成し，確率密度関数  rfR とする．なお，
これは床下・床上浸水両方について考える．外力側
は東京都建設局の雨量観測所での年最大時間降雨量
データを基に確率密度関数  sfs とする．  rfR は正
規分布に，  sf S は Gumbel 分布に従うものとする． 
 
 
図-2 耐力 Rと外力 S の関係 
 
 
図-3 フラジリティカーブ(豊島観測所周辺地域) 
 
 
図-4 降雨の確率密度関数 
 
4.対象地域 
対象地域は東京都内の耐力(抵抗強度) R側，外力
(降雨強度) S 側ともにデータが多くある地域とする．
葛飾，豊島，中野，品川，八王子，町田の 6ヶ所で，
それらの地名は東京都建設局の雨量観測所名 2)であ
り，その周辺のある範囲(河川周辺の低地)で考える． 
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図-5 対象地域(雨量観測所) 
 
5.被害金額の期待値の算出 
式(1)中の  sC f を関数形式で表すことを考える．
時間雨量によって被害金額が変化するような関数を
定義する．都内各地の被害事例を分析し，過去に発
生した集中豪雨の際のある地域での被害データ(被
害家屋数)による金銭的被害金額と，そのときの最寄
雨量観測所での時間最大雨量との関係を図示して関
数  sC f を定義する．なお，ここでの都内各地とは，
前述の対象地域 6 ヶ所に限らず，都内各地での被害
事例を分析している．これ以降，  sC f は家屋 1 戸
あたりの金銭的被害金額とそのときの時間最大雨量
の関数として考えていく．金銭的被害金額の算出方
法は国土交通省・治水経済マニュアル(案)3)によるも
のとし，家屋被害額，家庭用品別被害額，家庭応急
対策費の3つを合計した一般資産被害額で評価する． 
治水経済マニュアル(案)の方法により，金銭的被害
額を算出し，そのときの時間最大雨量との関係を図
示し，関数  sC f を定義する(図-6)．都内全体のデー
タで関数を定義すると，床上浸水において直線から
離れるデータが多くあるため，都区内東部，都区内
西部，都内西部の 3 つの地域に分けて考えることに
する．床上浸水被害に関しては，都区内西部が突出
して降雨量の増加に伴い被害金額が大きくなる傾向
がみられる． 
 
図-6  sC f の図示 
 
これにより被害金額の期待値W を算出する．結果
が図-7 である．また，この後で述べる治水レベルが
向上しているとした場合の  rfR を用いて計算した
W の結果が図-8である． 
 
図-7 被害金額の期待値(治水整備前) 
 
図-8 被害金額の期待値(治水レベル向上後) 
 
被害金額の期待値W を計算する際，式(1)の積分範
囲の上限値 *s (時間雨量)を境に，それ以下は免責リ
スクとする．この免責リスクは，治水整備により低
減すべきリスクであり，これが 0 になるように行政
により治水整備がなされるものである． *s を上回る
範囲は自己責任リスクであり，保険により補償がな
されるものと考える(図-9)．本研究で対象としている
東京都内における集中豪雨対策は，1 時間に 50mm
までの降雨を前提に整備されており，補償レベル *s
を 50* s mm とする．図-10 に免責リスクと自己責
任リスクの割合を示す． 
 
 
図-9 免責リスクと自己責任リスクの関係 
 
 
図-10 各地域における免責リスクと自己責任リスクの割合 
 
y = 33181x + 558458
y = 105027x + 1E+06
y = 11638x + 937228
y = 29009x + 3E+06
y = 16683x + 925971
y = 27912x + 3E+06
0
2000000
4000000
6000000
8000000
10000000
12000000
14000000
16000000
18000000
20000000
0 20 40 60 80 100 120 140
被
害
金
額
(円
)
時間雨量(mm)
都区内西部床下浸水
都区内西部床上浸水
都区内東部床下浸水
都区内東部床上浸水
東京都西部床下浸水
東京都西部床上浸水
線形 (都区内西部床下浸水)
線形 (都区内西部床上浸水)
線形 (都区内東部床下浸水)
線形 (都区内東部床上浸水)
線形 (東京都西部床下浸水)
線形 (東京都西部床上浸水)
 
0
200000
400000
600000
800000
1000000
1200000
1400000
1600000
1800000
2000000
葛飾 豊島 中野 品川 八王子 町田
被
害
金
額
(円
)
床下浸水被害
床上浸水被害
 
0
50000
100000
150000
200000
250000
300000
350000
400000
葛飾 豊島 中野 品川 八王子 町田
被
害
金
額
(円
)
床下浸水被害
床上浸水被害
      sCsfsF fsR縦軸：
横軸：時間雨量
ss *
*ss 
     

0
dssCsfsF fsR
被害金額の期待値W
     

*s
fsR dssCsfsF
     
*
0
s
fsR dssCsfsF
補償レベル
免責リスク 自己責任リスク
*s
0%
10%
20%
30%
40%
50%
60%
70%
80%
90%
100%
s>s*
s<s*
6.保険料率の算出 
保険料率とは，基準保険金額(通常，火災保険は
1,000 円)に対する保険料のことをいう．現行の水害
保険は火災保険に付随する形で存在しており，水害
保険が独立して存在しているわけではない．火災保
険の一般的な保険料率は 1,000円当たり 0.20円~0.35
円であり，このうち水害保険料分は 0.1円程度とされ
ている．保険料の決め方として，保険価格に保険料
率を掛けた値を用いることが一般的であり，保険料
を E，保険料率を rとし，式(2)に示す．保険価格と
は，被害時に予測される最大の金額F であり，1 世
帯当たり 47,899,000円 4)とし，床上浸水被害の保険料
を決める上での保険価格をこの値とする．一方，床
下浸水被害に対する保険価格は，過去に実際に被害
が発生した際の被害金額規模を総合的に判断して算
出式が定められている治水経済マニュアル(案)に従
って，金銭的被害評価で用いるパラメータの比を用
いて 2.85分の 1に相当する 16,800,000円とする． 
保険料： rFE     (2) 
 
例えば床上浸水被害に対する保険料としては，保
険価格 47,899,000円，保険料率が 1,000円当たり 0.1
円であれば，これらを掛けて 4789.9円となる． 
以上のことを踏まえた上で被害金額の期待値W
を算出する．この値は被害が発生した場合の金銭的
被害額を，確率論を考慮した値である(単位は円)．保
険制度を考える上で年あたりの値を用いて保険料率
を算出することを考える．そこで，年あたりの被害
金額の期待値を算出する．治水経済マニュアル(案)
の方法を参考にしながらこの値を算出する．算出方
法は表-1 に従うが，この方法では表-1 中の被害発生
確率の欄は入っていない．時間雨量を 10mm 刻みで
最大 120mmまで考え，その時間降雨量に対する年超
過確率とW の値についてそれぞれの区間の平均値
を求め，その平均値同士を掛けた年平均被害金額を
算出し，これらを時間雨量 120mmまでの分を累積し
た値を年あたりの被害金額の期待値wとする． 
上記の方法により得られた年あたりの被害金額の
期待値wと，先に述べた保険料Eを比較する．式(2)
中の保険料率 rを変化させていき，両者が等しくな
る際の rを求める．この場合，地域，床下・床上浸
水の区分によって差はあるものの，保険料率が 1,000
円当たり 6～23 円程度と，一般的な火災保険の料率
と比べて数十～百倍程度大きくなり，現実的なもの
ではない結果となった．この算出過程では表-1 中の
被害発生確率(耐力 R側についての確率密度関数)を
考慮していない． 
次に表-1に従って外力 S 側だけではなく耐力R側
を加え，同様に時間雨量 10mm 単位で被害の発生確
率を用いて料率を算出する．ここで用いる耐力 R側
の確率密度関数  rfR は過去に実際に被害が発生し
た際の値を用いる．この結果としても料率が 1,000
円あたり 3～23 円と外力 S 側だけを考慮した場合よ
りは小さくなったが，それでも現実的な値ではない． 
そこで，耐力 R側について，治水整備レベルが向
上しているという前提のもとに，東京都の治水関連
対策の資料 5)を参考にして治水安全度が向上したと
した場合の確率密度関数  rfR を再び定義する(表-1
中の被害発生確率の欄の値を変える)．先に示した 2
つのケースと同様にwとEが等しくなるように，式
(2)の右辺中の rを変化させていく．その結果，1,000
円当たり 0.11～0.81 円程度と，現実的な保険料率の
値となった．これを示したものが図-11である．縦軸
が保険料と年あたり被害金額の期待値の差を表す不
足金額，横軸が保険料率を表し，縦軸の値が 0 にな
るときの保険料率がその地域でのその値とする． 
河川周辺の低地以外でも同様に考えていくが，治
水レベルが向上すれば被害の発生確率が極めて低く
なり，地形的に安全な台地では 1,000円当たり 0円に
限りなく近い値になる． 
河川周辺の低地，地形的に安全な台地以外の地域
として例えば，これまで度々浸水被害を受けていた
中野区内の旧河川地域では床下浸水被害に対しては
1,000 円当たり 0.32 円，床上浸水被害に対しては同
0.15円となった． 
 
表-1 治水経済マニュアル(案)を参考にした年あたりの被害金額期待値の算出方法 
 
 
時間雨量 年平均超過確率 被害額の期待値(円) 区間平均被害額(円) 区間確率(超過確率) 被害発生確率 被害額(円) 区間被害額(円) 年平均被害額(円) 年平均被害金額期待値(円)
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図-11 不足金額と保険料率との関係 
 
7.保険制度の提案・地域ごとの保険料率 
これまで述べたことを踏まえた上で保険制度の提
案をする．地域ごとの降雨特性や地形的な違いによ
り被害の発生頻度や金銭的被害額，保険料率が異な
っている．それらを考慮しながら各地域の保険料率
とそれに対する被害発生時の補償の上限額を示す．
河川周辺の低地，旧河川地域，地形的に安全な台地，
大きく分けるとこの 3つのパターンで考える． 
まず河川周辺の低地では補償上限額は高めに設定
する．床下・床上浸水に対してそれぞれ考え，先に
述べた保険価格と，図-10に示す保険による損失補償
の割合(s>s*を示す黄色の部分)を掛けた値とする．な
お，この割合は  rfR の式が治水整備の前後で異な
るが，W の計算過程ではある範囲まで積分した定数
であるため，いずれの場合でも同じ結果となる． 
一方，地形的に安全な台地では被害の発生頻度が
極めて小さく，6.で述べたように保険料率計算では限
りなく 0 に近いため，保険料率を一律 1,000円当たり
0.05 円とする．補償上限額は治水経済マニュアル(案)
に基づいた計算により決める．計算過程は省略する
が，東京都内の平均的な家屋面積の世帯の補償上限
額は床下浸水：1,200,000円，床上浸水：3,320,000円
となった． 
旧河川地域については，今後治水レベルの向上に
より被害発生確率が小さくなると考えられるが，台
地に比べて浸水被害を受ける可能性は考えられる．
このため，台地の場合に比べて保険料率が高くなり，
この高い分に応じて(比例して)補償上限額も高く設
定する．以上を基に保険料率と補償上限額の関係を
示したグラフが図-12である．台地とは地域を問わず
地形的に安全な箇所，その他 6 ヶ所地名で示されて
いる箇所はそれぞれ河川周辺の被害を受けやすい箇
所をさす．この図より，保険料率と補償上限額との
関係を直線近似すると，各点が 1 本の直線上に集ま
るような形になる．このため，保険料率に比例して
補償上限額を決めることとする． 
一方，地域・地点ごとに異なるが保険料率の計算
を 6.で述べた方法と同様に多くの地点で行うことで
各箇所でのこの値を示すことができる．地域・地点
ごとに保険料率がどの程度なのかを分かりやすくす
るため，この値を色分けした地図を作成する(図-13)． 
8.まとめ・今後の課題 
治水安全度が向上しているとした場合に保険料率
が現実的な値になり，水害保険制度が成り立つには，
さらなる治水整備がなされていることが条件となる． 
保険料率，支払上限額，保険により補償がなされ
る割合はともに中野で最も高い．これは耐力R側，
外力 S 側ともに被害が起きやすい要素が多いためと
考えられる．その他の地域では保険料率が 1,000 円当
たり 0.1～0.3 円程度と低い結果となった．いずれの
地域でも現行の保険制度並みの保険料率となった． 
今後の課題として，治水整備がなされた場合の被
害の発生確率(耐力 R側)をより正確に評価した上で
保険料率計算を行っていくことが必要である．また，
床下浸水・床上浸水被害それぞれに対して独立に考
えたが，より効率的な保険制度を実現させるために
両方を一体化させて考える必要がある．また，加入
者の年あたり保険料支払額を決定する必要がある．
保険料と年あたりの被害金額の期待値が等しくなる
ように設定したが，民間の保険会社が運営するとし
て，収益比を考慮した場合，この収益比を保険料に
掛けた金額を，実際の年あたり保険料支払額と設定
するといった方法が考えられる． 
 
 
図-12 補償上限額と保険料率との関係 
 
図-13 保険料率マップ(中野観測所周辺) 
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